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2025-255    労務紛争の自主的仲裁手続き規定

　労働省ガイドラインとして定められました。　概要以下の通りです。

（Rule 1）

　　目的：労働争議の自主的・迅速・経済的解決を促進するための自発的仲裁手続きを規定

  (Rule 2)　言葉の定義（省略）

  (Rule 3)    管轄権

　　当事者両者の合意書提出により自主的仲裁人が確定される。

  (Rule 4)　手続規定

　　立証・議論  :  当事者の合意により事実を確認し、争点を簡素化。

        提出物  :  Position Paper及び証拠は10日以内に提出、双方にコピー送付

 (Rule 5)　　随時和解

 (Rule 6)　　決定又は裁定

　　　•審理期間  :   原則20日以内、最大90日（延長30日まで可能）

            •再考請求  :   10日以内、1回のみ認める。

 (Rule 7)　　決定又は裁定の自主的履行

　　自主的仲裁人の決定又は裁定は、直ちに執行力を有し、当事者を拘束する。

　　当事者合意による履行確認で完了とみなす。

 (Rule 8)        執行手続き

  (Rule 9)        船員に対する特別な執行（省略）

ジャパンデスク　　清水　麻利　

（英語・タガログ語⇔日本語翻訳業務担当）

　　適用 : 当事者間での合意が最優先。合意がなければ本ガイドラインおよび労働法規

のIRR   を適用。必要に応じて民事訴訟規則を補充的に使用。

　　当事者提出の和解は強制力・公平性・自発性を確認。確認された和解は即時効力を
持ち、控訴権放棄

　　決定または裁定は、その根拠となる事実および法律を、明確・簡潔かつ確定的な表
現で示さなければならない。決定または裁定が金銭の給付を伴う場合には、認められた
金額および、必要があればその算定に用いた計算式を明示しなければならない。

　　　一時的な差止命令またはその他の禁止的救済措置がない場合、執行が停止され
ることはない。


